嘉麻市アライグマ類防除実施計画書
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１　計画策定の背景と目的
　アライグマ類は北米原産で、本来日本には生息していなかったが、１９７０年代から愛玩動物として大量に輸入され飼育され始めた。しかし、飼いきれなくなり途中で捨てられたり、逃げ出したりして、野生化し繁殖を続けるようになった。こうして野生化したアライグマ類は、全国的に深刻な農業被害や生態系被害・生活環境被害が発生しつつある。

　アライグマ類は、特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（平成１６年 法律第７８号。以下「外来生物法」という。）により、このような被害を及ぼす生物として「特定外来生物」に指定され、野外へ放すことが禁止されるとともに、販売・飼育等も原則禁止され、安易な飼育や野生化に歯止めがかけられている。

　本市では平成２１年頃から生息が確認されていたが、その後、生息域が急速に広がり、それとともに生息頭数も増加している。平成２５年度の８頭から、令和元年度には２５２頭が捕獲・処分され、近年農業被害や家屋侵入被害など市民からの被害報告は数多く寄せられている。
また、在来の生態系への被害、狂犬病やアライグマ回虫など動物由来感染症の媒介も危惧されている。
　アライグマ類は、これまで鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年 法律第８８号。以下「鳥獣保護管理法」という。）に基づく捕獲が行われてきたが、農業者等市民・関係団体等の連携による地域ぐるみの防除対策を積極的に推進するため、「外来生物法」に基づく防除実施計画を策定する。

２　特定外来生物の種類

　アライグマ(学名：Procyon lotor)

  カニクイアライグマ(学名：Procyon cancrivorus)
３　防除を行う地域

　嘉麻市全域（資料１）
４　防除を行う期間

　令和３年４月１日から令和１３年３月３１日まで

５　現状

（１）生息状況

　　本市の千手地区において、平成２１年頃から、農業者による目撃情報が提供されるようになり、令和元年度には市内全域まで拡大している。
（２）被害状況

　　目撃情報が提供された平成２１年頃はアライグマ類と特定された被害報告がなかったものの、近年においては農地被害のみならず、住宅地での家屋侵入等の被害まで至っており、生息地域、生息数の拡大を考慮すると、更に被害が拡大する可能性が高くなっている。
　（３）捕獲状況

　　平成２４年度に初めて有害鳥獣として捕獲を実施し、捕獲・処分捕獲数が平成２５年度の８頭から、令和元年度には２５２頭まで増加している。
６　防除の目標
（１）生態系に係る被害の防止
　　本市においては、アライグマ類の生息地域、生息数が拡大の一途をたどっており、全地域からの完全排除または影響の低減を図ること、アライグマ類が今後被害を及ぼすおそれがある場合にはその監視に努めるとともに予防的な防除を行うことを目標とする。
（２）農林業に係る被害の防止
　　本市において、地域の農林業に重大な被害を及ぼしていると判断される場合には、被害の状況に応じて地域からの完全排除または影響の低減を図ること、アライグマ類が今後被害を及ぼすおそれがある場合にはその監視に努めるとともに予防的な防除を行うことを目標とする。
７　防除の方法

（１）捕獲及び処分

　 ア　捕獲する区域及び期間

　　　　捕獲は、生息する可能性のある地域（特にこれまで捕獲されている地域）を中心に、嘉麻市有害鳥獣駆除員により実施するとともに、出没や被害発生に迅速に対応できるよう、狩猟（わな）免許を所持する農業従事者等により所有地において自衛措置としても実施する。

　　　　期間については狩猟期間以外に予察捕獲期間を設定することで、年間を通じて捕獲を実施し、スポット的な対処捕獲を組み合わせることで個別の通報等にも対応し、全域における捕獲を推進する。

　　　　また、場合によっては地域ごとに可能な限り詳細な生息状況及び被害状況の調査を行い、必要に応じて重点的な捕獲や監視体制を強化する地域（重点捕獲地域）を設定することとする。
　イ　捕獲方法

　　　アライグマ類の生息環境、錯誤捕獲・捕獲事故の防止、捕獲効率、捕獲事例、捕獲体制等を勘案し、原則として小動物用捕獲器である「小型の箱わな」及び「中型の箱わな」（以下、本計画中は「箱わな」と総称。）による捕獲とするが、地域によっては、銃での捕獲も行うこととする。
　　　銃での捕獲は免許所持者が、鳥獣保護管理法にしたがって行う。（禁止された捕獲は行わない。）

　　　なお、捕獲に使用する「箱わな」には、有害鳥獣捕獲の場合は嘉麻市発行の有害鳥獣捕獲標識（金属製またはプラスチック製）、狩猟による場合は狩猟標識（プラスチック製）に、捕獲従事者の住所、氏名、電話番号等の連絡先及び捕獲期間を記載し、１基ごとに装着することとする。

　当面、捕獲に関しては上記の対応を中心とするが、本計画に基づき実施する講習会等により、本項の「ウ　捕獲体制－（ア）」において記載する狩猟免許を有しない被害農家等で、適切な捕獲と安全に関する知識及び技術を有していると認められる者（県、市町村、福岡県猟友会等が実施する適切な捕獲と安全に関する知識及び技術についての講習会を受講した者）が捕獲を実施する場合は、別途標識を装着し区別を行うこととする。

「箱わな」及び市発行の「標識」の仕様等は、別添（資料２）のとおりである。

　　　
ウ　捕獲体制

（1） 地区ごとの捕獲体制づくり

　　　　　計画的で効果的な捕獲を実施するため、地区ごとに地域の実情に精通した有害鳥獣捕獲対策班を構成員として含む捕獲体制を整備する。

①　地区ごとの捕獲従事者の構成

アライグマ類の捕獲に従事する者（以下「捕獲従事者」という。）は、原則として鳥獣保護管理法による狩猟免許（わな免許）を有する者とする。

ただし、狩猟免許を有しない被害農家等で、自分の敷地内に捕獲用箱わなを設置する場合について、適切な捕獲と安全に関する知識及び技術を有していると認められる者で施設賠償責任保険に加入した者についても捕獲従事者に含むものとする。
（2） 捕獲従事者台帳の整備等

本市から捕獲従事者に対し捕獲の内容を具体的に指示するとともに、従事者の担当地域、狩猟免許の有無等について記載した「捕獲従事者台帳」（様式１）を整備する。　　

　　　　
エ　捕獲に係る留意事項

　　本市及び捕獲従事者は、捕獲を実施する際には、次の事項に充分留意することとする。

（ア）錯誤捕獲の防止

· 目撃情報や被害情報の分析、足跡、糞、食痕等のフィールドサインの確認、あるいは侵入経路の把握等により、箱わなの適切な設置場所を判断する。

· 箱わなに使用する餌は、アライグマ類を可能な限り選択的に捕獲し得る餌を選定する。

· 捕獲に当たっては、防除対象となる生物以外の野生鳥獣の繁殖に支障がないよう配慮する。
· 箱わな設置期間中は、原則として一日一回程度の巡視を行うものとする。

（イ）事故の発生防止
· 事前に関係地域住民等への周知を図るとともに、捕獲従事者は市が発行する「捕獲従事者証」（様式２）を携帯することとする。
· 箱わなを設置した場所の周辺で子供が遊ぶことがないか等周辺への安全確保を徹底する。また、事故防止の観点から、必要に応じて設置を夜間に限定するなど地域の実情に応じた対策を講じる。

· 寄生虫や感染症、その他病原菌を保有している可能性があるため、捕獲したアライグマ類の取り扱いに当たっては、皮手袋を使用し、接触や糞の始末の後は充分手洗いなどを行う。また、万一、噛まれたり引っかかれたりした場合には、傷口を消毒し、必要に応じて医療機関の診察を受けるなど適切な措置を講じる。また、作業中の飲食についても控える。
· 使用後の箱わなは、洗浄による清掃、消毒を行い、感染症等を防止する。

（3） その他

· 鳥獣保護管理法第２条第５項に規定する狩猟期間中及びその前後における捕獲に当たっては、同法第５５条第１項に規定する登録に基づき行う狩猟又は狩猟期間の延長と誤解されることのないよう適切に実施することとする。

· 鳥獣保護管理法第１２条第１項又は第２号で禁止又は制限された捕獲は行わないこととする。

オ　捕獲個体の処分
（1） 処分方法

捕獲したアライグマ類は、原則として、できる限り苦痛を与えない適切な方法により殺処分し、焼却、埋設等適切に処理する。

　　　　　　
（2） 処分の例外

　　　　　　捕獲個体について、学術研究、展示、教育、その他公益上の必要性があると認められる目的で譲り受ける旨の求めがあった場合は、外来生物法第５条第１項に基づく飼養等の許可を得ている者に譲り渡すことができることとする。

（3） 殺処分後の個体処理
殺処分後の個体については、放置せずに速やかに処分する。

この場合、感染症の危険性等を勘案し、原則として市のゴミ処理場等で処分することとし、やむを得ず埋設する場合は、悪臭の発生や感染症など公衆衛生に配慮するとともに、野生動物による掘り返しがないよう留意するものとする。
（２）捕獲の記録及び情報提供

捕獲従事者は、「捕獲記録票」（様式３）を作成し、本市農林振興課に提出するものとする。

なお、同課は、隣接市町村を含む広域的な対策に資するため、本票もしくはこれを整理した資料を福岡県環境部自然環境課に情報提供する。
　　

（３）モニタリング

生息状況、被害状況及び捕獲状況を適切にモニタリングし、捕獲の進捗状況を点検するとともに、その結果を以後の防除の実施に反映させることとする。

新たに生息が確認された場合、個体数・分布が拡大する前の早期捕獲が重要であることから、早期発見・早期対処のための監視等に努める。

このため、地域住民・捕獲従事者・狩猟者・道路管理者等から収集したアライグマ類の目撃・被害・捕獲に係る情報を「目撃情報等とりまとめ表」（様式４）に記録する。

なお、隣接市町村を含む広域の情報共有を図るため、本表もしくはこれを整理した資料を福岡県環境部自然環境課に情報提供する。
（４）被害発生の防止措置

自治会や農業団体等地域ぐるみでアライグマ類の生態的特性を踏まえた予防措置、被害発生防止に取り組むなど、地域住民等の積極的な参画と協働により、被害の事前回避、軽減を図る。

ア　被害の予防措置（誘引条件の排除）

　　市民等は、アライグマ類を誘引しないように、次のことに留意する。
・農作物の未収穫物、落果実等を農地に放置しない。

・犬や猫などのペットの残り餌を放置しない。

・残飯を屋外に放置しない。

・ゴミ集積所ではゴミを出す時間を厳守し、ネットをかける。
イ　侵入の防止措置
・人家の屋根裏、納屋、廃屋等への侵入を防ぐため、換気口や隙間を金網などでふさぐ。

・人家の屋根裏、廃屋、空き家等への侵入を確認した場合は屋根裏で燻煙剤をたくなどにより追い出した後、侵入箇所をふさぐようにする。

・農地等への侵入を防ぐため、ワイヤーメッシュ柵・電気牧柵などの侵入防止柵を効果的に設置する。
（５）関係法令の遵守

防除の実施に当たっては、鳥獣保護管理法及び外来生物法並びにその他関係法令等を遵守するものとする。
８　合意形成の経緯

（１）防除実施協議会の開催

本市は、飯塚市、桂川町、狩猟団体、農業関連団体等で構成される嘉飯桂地区鳥獣被害防止対策協議会において、防除の目的、捕獲方法の確認、役割分担に係る調整等を行っていく。協議会の構成、規約等の関連資料は別添（資料３）のとおりである。

（２）土地所有者・施設管理者との調整

防除を行う区域の土地所有者、施設（河川、水路等土地改良施設、緑地等）の管理者に対しては、防除実施内容に係る周知を図る。
なお、説明を求められた場合には、直接説明し理解を得られるように努める。

　　　

９　普及啓発
　　防除の目的や防除内容を地域住民に知らせるため、広報誌やホームページへの掲載を行うなど普及啓発に努めるとともに、目撃等の幅広い情報提供を求めるものとする。

　　また、地域住民等から目撃等の情報提供を広く求めるとともに、防除の実施状況やモニタリングの結果を地域住民等に情報提供し、さらに効果的な防除計画の推進に資するものとする。

　　なお、捕獲従事者以外の者（鳥獣捕獲許可を受けて捕獲を行う者及び狩猟により捕獲を行う者を除く。）がアライグマ類を捕獲しないよう、地域住民等への周知を図るものとする。

